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一論文の紹介

本論文は、アメリカにおける民営刑務所がなぜ最近20年余りの聞に設立さ

れ、増加していったのかを、その社会的、政治的背景に言及しながら論ずるも

のである。もちろん、アメリカの民営刑務所の設立に関する動きについては、

その具体的な刑務所制度のあり方や、その賛否、または理念的側面など、研究

すべき事柄は多い。本論文はその中でも、特に刑務所民営化における人権侵害

的側面に光を当てるとともに、なぜ民営刑務所がアメリカで導入されてきたの

か、その背景についての考察を進めている。公営か民営かを議論するとすれ

ば、刑務所民営化の背景に至るまで理解することによって、はじめにその現象

を十分に理解することができるであろう。
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1 はじめに

過去20年の聞に民営企業が拘禁「ビジネス」に参入してきた。現在、 10万人

以上の人々がアメリカでは民営刑務所に収容されている。刑事司法制度の民営

化は、新自由主義の目標として大きく駆り立てられ、そこでは伝統的な様々な

公共財は、おそらくより効果的であまり腐敗していない民間に移管されてきた

のである。しかし、矯正サービスは、基本的にゴミ収集業務のように民間の手

に委ねられてきたその他の公共財とは異なる。矯正サービスを提供すること

は、複雑で難しい仕事である。施設は、社会を守るだけでなく、いつの日か社

会に復帰しなければならない被収容者の肉体的、心理的、感情的なニーズをケ

アするという仕事も任されている。不幸にも、民営矯正会社はこれに無惨にも

失敗してきた。制度的な人権侵害は常態的であるo

アメリカでは様々な形態の民営セクターが矯正産業に参入してきた。問題の

あったところも多い。最も共通かつほとんど争いのないところは、公的に運営

された刑務所において、品物やサービスが民間によって提供されることであ

る。アメリカ合衆国司法援助局の報告書によれば、過去20年間に州及び地方矯

正組織が医療、精神保健、教育、食品といったサービス、施設維持、行政局の

保安機能に関して、民間企業と契約を交わすようになった。一般的にこのよう

な運営は被収容者の権利を健全に尊重することと両立しない。

しかしながら、後の章で検討されるように、民営化の多くの側面で、より大

きな問題が浮上してきた。例えば、矯正施設で医療サービスを民間に依嘱する

ということになると、公的施設であれ、民営施設であれ、それは重大な問題を

引き起こしてきた。なぜなら、被収容者の健康へのサービスのために費やされ

なかった一定の年間費用が、会社の収益となるため、重要なケアを切り詰める

という動機付けを促すことになるからである。

被収容者の労働を民間企業が利用することにより、製品を作り、サービスを

提供することもまた、論争のあるところであった。アメリカを始め、世界中
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で、政府と地方自治体によって施設労働を利用するという長い伝統があった。

このような運用は、 20世紀の初期にはほぼなくなったが、最近また復活してき

た。 1986年、前アメリカ連邦最高裁判所判事、ワーレン・バーガーは、アメリ

カの刑務所における拘禁費用を削減するために、「塀のある工場」に変更する

ように求めた。そこで多くの州では、企業に有罪者の労働を低価格で購入する

ことが認められてきた。例えば、カリフォルニアでは、輸出用の衣類を作る被

収容者の賃金は、一時間に35セントから 1ドルであるO 同様にオハイオでは、

被収容者にはデータ入力作業に、一時間50セントが支払われるo

矯正サービスにおいて、最も争いのある民営セクター関与の形態は、営利追

求の企業による矯正施設全体の管理と運営である。民間会社が公的施設の運営

を受け継いだ例がある D また、企業が建築してその施設全体を管理しているも

のもあるo この種の関与によって幾多の人権侵害が発生するという状況が作り

出されてきたのである。

多くの場合には、対費用効果という企業の要求により単純に切りつめた結

果、侵害が醸成されることに繋がった。例えば、低い支出と高い労働移動率に

より、甚だしく不適格かつ未経験の職員が多くの施設で生まれることとなっ

た。この結果、被収容者に対する目にあまる人権侵害が頻発した。 1997年に、

テキサスの民営施設で看守が無抵抗の被収容者をスタンガンで撃ち、徹底的に

彼らを蹴っているところを映しているビデオテープが、メディアで明るみにさ

れた。関与した看守の一人は同様の行為によって政府が運営する刑務所から解

雇されたばかりであった。

社会復帰のコストは民営刑務所によって踏みにじられてきた。施設の多くで

は、重要な教育、訓練、社会復帰の機会が事実上存在しない。例えば、薬物依

存の問題を抱えている被収容者はほとんど治療も受けてこなかったということ

がわかり、 1995年にテキサスの民営拘禁施設では、薬物治療ための70万ドルが

流用されたことが調査された。この種の自にあまる怠慢は、濫用とほぼ確実は

常習に繋がるo なぜなら、職業訓練、教育プログラム、薬物・アルコールのた
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めの治療サービスが社会復帰の成功の如何に決定的な役割を演ずるからであ

るo

2 新自由主義と、増加する犯罪化、民営化への疾走

民営刑務所は、アメリカや西洋社会では新しい現象ではない。事実、数世紀

前の中世イングランドでも存在していた。アメリカでは、 17、18世紀に、個人

が所有し、運営する刑務所がいくつかの州で見られた。これらの施設の悲惨な

条件と制度的な人権侵害の結果として、民営による矯正施設の所有と運営は20

世紀の初期には州に移行した。矯正施設運営と管理の機能は政府機関に委ねら

れ、法律によって権限づけられ、公務員が職員となった。そして政府の資金だ

けが投入された。確立期には、事実上、矯正サービスに民営は関与しなかっ

た。これは1980年代に急激に変化を遂げた。

1980年代には、新自由主義の復興が見られた。そして市場原理による政策

が、アメリカのレーガン大統領とイギリスのサッチャ一首相によって擁護され

た。レーガンは、アメリカ国民の「背後に」政府を後退させることを約束し、

深刻な経済不況と増大する公的負債に疲れていたアメリカの多数の国民に歓迎

された。レーガンの新自由主義のモットーには、規制緩和、自由貿易、税と労

働組合に対する敵意、防衛費用への偏った欲求が含まれていた。しかし、レー

ガンの考え方とネオリベラリズムの中心的価値は、自由市場による競争の原理

である。

財の公的な分配が、本来的に非効率で、必要的に腐敗を伴うものであったと

して、レーガン政権は政府活動のあらゆる形態を切りつめようと求めた。最も

基本的な機能ですら攻撃を受け、行政はそれらがより効率的に民営セクターに

よって運営されるべきであると論じた。健康に対するケアからゴミ収集まで、

幅広い政府の一連のサービスは、その後、より「効率的な」民営セクターに委

託されるようになった。まもなく、多くの政策担当者は刑事司法制度の民営化

を擁護するようになった。
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アメリカ会計検査院によれば、(連邦と司法両者の)刑務所運営費用の総額

は、 1980年のおよそ30億 1千万ドルから、 1994年には、 170億ドルへと増加し

た。コストの増加は、刑務所人口が同じように増加した結果であるo 過去20年

間では、アメリカで拘禁数が爆発的に増加した。被収容者数は-刑事施設で拘

束されているのが現在200万人であり一、 1980年から 3倍に増加した。この規

模は世界的には特異であるo 1998年にアメリカでは10万人につき690人が拘禁

されている。これと比較すると、カナダでは10万人につき123人、スウェーデ

ンでは10万人につき60人である。

どのようにして、この莫大な刑務所人口の増加が説明されうるのだろうか。

犯罪と逮捕の増加が原因ではないことは明らかである。増加は主に量刑政策に

よるところが大きい。 1960年アメリカ会計検査院に報告書によれば、「収容人

口の近年の増加は、主に、犯罪者、特に薬物犯罪者に厳しくするよう意図され

た主な立法による可能性が大きい。この新しい『厳罰J政策の例としては、必

要的最低刑と再犯者に対する法律が挙げられるjとしている D

3 薬物に対する闘争、必要的最低刑、そして三振法

1980年代初期には、レーガン大統領は一連の「犯罪に対する闘争」を始め

た。薬物の取引に関与する者が犯罪者とされ、厳しく処罰された。この目的の

ために、レーガンは法執行機関の予算を大幅に増やし、 FBIの予算を 2倍に

した。連邦の立法者も有罪が確定した犯罪者達を取り扱う包括的な諸法律を制

定した。

1984年、アメリカ合衆国議会は包括的犯罪規制法と量刑改革法を制定した。

これらの法律により、薬物関連の多くの犯罪に関する連邦仮釈放は廃止とな

り、必要的最低刑が導入された。必要的最低刑は特定犯罪の有罪確定者が刑事

施設に従うことになる数年間の刑の下限を厳しく科すものであるo 罪刑の均衡

を評価することなく裁判官は最低限の拘禁期間を有罪確定者に量定しなければ

ならない。
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2種類の別個の反薬物濫用法一つ目は1986年に、二つ目は1988年に議会を

通過したーは、薬物に関連する必要的最低刑を確立させた。これらはおそらく

薬物を生産・分配した人々を処罰するために工夫されたのであろうが、一方で

は、ささいな事件も多かった。例えば「一級の」コカインを5グラム所持して

いただけで、 5年の拘禁刑が必要的に導き出されたのである。量刑プロジェク

トによれば、 1999年には62パーセントの連邦における薬物犯罪の有罪確定者

が、必要的最低刑としての拘禁刑を科されていた。これらの50パーセント以上

が少なくとも 5年の刑を受けていたのであるo

厳しくそしてしばしば裁量的な性格を有する必要的最低刑は、人権擁護グル

ープや立法者、裁判官の間で絶えず批判されてきた。裁判官が刑罰の期間を決

めるときに裁量権がないというのでは正義は達成されないと、多くの人々が考

えたのであるo もっとも薬物に対する闘争は今日も継続している。全米薬物規

制政策局によれば、アメリカ連邦政府は薬物に対する闘争において、 2001年に

192億ドルを計上している。この巨額は結果が伴わないものではない。 2001年

だけで薬物関連の告発として、 150万人が逮捕されることになると見込まれて

いる。

過去20年間に、政治家達は「犯罪へ厳しい対応をとるJことを騒がしく主張

した。この最も象徴的な例示のーっとして、いわゆる「三振」立法がある。最

初に1994年にカリフォルニア州で議会を通過した。この法律のもと、三回目の

重罪で有罪判決を受けた者は、自動的に25年の自由刑に処せられることとな

る。 1994年以降、アメリカ合衆国の半分の州が同じ法律を制定してきた。

三振法は、最も重大で常習的な犯罪者を隔離し、処罰するために表面上工夫

されているが、これはほとんど訴追される事件ではなかったのである。例え

ば、カリフォルニアの男性がスニーカー一足を盗んだということで有罪判決を

受け、現在25年の自由刑に服している(彼は過去に 2度窃盗で有罪となってい

た)02000年には、 20ドルのインスタントコーヒーを窃取した者が三振法によ

る科刑を受けて上訴したが、これは棄却された。
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三振法がアメリカ合衆国の拘禁の規模に影響を与えたことは明らかであるo

2001年6月までに、 50，000人以上の受刑者がカリフォルニアの法律のもとに拘

禁刑に付されている。 25年を量定された者のほとんどが、非暴力的犯罪で有罪

とされた者であるo

「薬物に対する闘争Jは、必要的最低刑と三振法のような「犯罪に対する厳

しい」立法を形成し、 1980年代以降のアメリカにおける拘禁の爆発的な規模を

演出した責任を負うことになった。公共拘禁制度には被収容者がどっと押し寄

せてきた。被収容者がいつもあふれでいるので、制度は定員どおりに被収容者

を収容することができないと論じられた。過剰収容は急増する費用と新自由主

義の高揚と相まって、 1980年代初期にはアメリカの矯正制度における民営部門

の関与を促した。市場はすばやく反応して、数多くの企業が新しい市場の隙聞

を満たそうと現れたのである。これら企業は、実質的に安価で同じレベルの矯

正サービスを提供することを約束したーその節約は 5パーセントから15パーセ

ントと予測された。

民間運営施設はいくつかの理由によりさらに効率的に運営されるだろうと論

じられた。第一に公的機関は費用を削減しようとする動機付けがほとんどない

と信じられていた。事実、多くの公共行政の専門家の間では、公的な官僚組織

では、予算を増やそうと求める傾向になっていると論じられた。逆に、民営部

門では市場における競争と損失や倒産の可能性によって、経営者には費用を最

低限にすることが求められる。民営化の擁護論者によって、配当金を提供する

ことへの出資者の圧力により、より費用効率的な運営が導かれるであろうとさ

れたのであるo

その他の民営部門の最大の長所として民営刑務所擁護者によって引用された

のは、市場が素早く効率的に新しい刑務所に資金を出して、建築することがで

きることである。急速に刑務所人口は増加していたため、多くの新しい施設を

アメリカ全土で建築することが必要とされた。事実、過去10年間の新しい矯正

施設の建築費用は、およそ年間70億ドルであった。州政府が各施設を新しく建
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設するのに 5、6年、一般的にかかっていたが、民間会社ではその半分の時間

で同じ仕事ができると主張されたのである。

4 アメリカにおける民営刑務所の再出現

個人で所有され、運営される刑事施設は、アメリカではまず1980年代に、テ

キサスとカリフォルニアにおける移民帰化局の施設の過剰収容問題に対応して

現れた。州政府はそれらの被拘禁者の何人かを、被収容者一人当たり一日 2ド

ルの費用ですむという、利益追求の企業によって運営される施設に移した。

1986年までに、移民帰化局拘禁施設の25%が民営企業によって運営されてい

た。

州政府はすぐに先例に従った。 1989年までに、民営矯正企業はおよそ24の主

要な施設を運営していた。その中には、 3つの中規模あるいは大規模の男性矯

正施設があったD 今日ではおよそ102の民営施設があり、 10万人以上の人がア

メリカ全土で関わっている。テキサスではほとんどの施設がそれであり (43)、

次にカリフォルニア (24)、ブロリダ (10)、コロラド(9 )と続いているo

少数の大物が民営刑務所産業に現れてきた。最古参かつ最大のものがテネシ

ーに基盤を持つCorrectionsCorporation of America (CCA)である。これは、

ケンタッキー・ブライド・チキンというブアースト・フード・チェーンと同じ

企業主である。 CCAは最近ではアメリカにある民営刑務所の収容人員のおよ

そ半分を占めていて、イギリスの刑務所も運営しており、最近はオーストラリ

アにも進出していた。次に大きい刑務所企業は、アメリカの民営刑務所の収容

人員の 4分の 1を占めている Wackenhut Correctionsである。 CCAと

Wackenhut Correctionsに加えて、およそ12の営利刑務所企業が最近のアメ

リカでは活躍している。

ほとんどの民営施設は、アメリカ南部と西部の小さい町に位置しているo政

治家は税制上の優遇措置を約束する。刑務所は文字通り小さな町を作ることが

でき、数百の仕事と数百万ドルの税金を提供する。施設を充足させるために、
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被収容者が他の州から運ばれてくることもよくあることである。例えば、アリ

ゾナの民営刑務所では、遠くアラスカからネイティブ・アメリカンを供給され

てきたのである。

民営矯正産業は急速にウオール街で好評を博するようになった。最初、 1995

年に公には 1株8ドルであったのが、 CCAの株価は一年も経たないうちに 4

倍となり、 1998年には100ドル以上の高値を記録した。同じように Wacken-

hutの投資家も1990年代半ばには、急騰する株価によって利益を得た。両方と

も高水準からは低落したが (CCA株は現在およそ13ドルであり、 Wackenhut

の株価はおよそ16ドルである)、すばらしい基盤を備えた投資として専門家間

では評価されているo 最近のアメリカ司法省の報告によると、この産業の年間

総収入は、およそ10億ドルであるo

5 法的権利及び人権の問題

アメリカにおける民営刑務所産業の出現は、緊迫した法的論争を促した。連

邦及び州政府が矯正サービスを手放すかどうかについて、問題を提起した者が

多くいた。現代国家の主要な姿の 1つは、社会において暴力と強制を合法的に

利用することを国家が独占しているということである。国家だけが犯罪者を拘

禁し、逮捕し、そして刑罰を科すことができるのである D 多くの人が論ずるの

は、「市民から自由を剥奪し、彼らを強制する(そして殺すことさえも)ため

に、刑務所で彼らを支配する権限は、合法的で、道徳的にも重大であり続ける

ために、唯一政府権限の手によるということでなければならない」とされたこ

とである。アメリカ法曹協会は、拘禁が政府固有の機能であり、政府がこの責

任を民営産業に引き継がせることによって放棄すべきではないと指摘してき

た。しかし、ほとんどの法学者は、民営刑務所は司法の範囲内で特別に禁止さ

れない限り、アメリカでは事実上合法であると指摘した。

営利追求の施設は、それぞれ一般的には州立法府の同意を必要とするo 一旦

決定されると、競争を促され、企業が企画を提出するように促される。約束さ
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れたレベルのサービスとそれに関連した費用に基づいて、政府は最も競争に強

かった会社と契約するのである。各州は法律を制定し、政府が契約の手続を通

じて民営施設にしようとしているそれらの公的矯正施設を規制しているo 契約

規定はー必ずというわけではないが-教育及び社会復帰サービスの提供といっ

た最低限のサービスレベルを、明文で約定することもよくあることである。

しかし、活動の監督及び説明責任はこの産業においては大きな問題である D

なぜなら、民営化は費用効率化を追求するものの、必ずしもサービスの質や安

全性を求めないからである。最も共通した民営施設に対する州による監督手段

は、査察である。典型的には州の査察官が民間によって運営されている施設を

一年に一度厳しく査察することであるo これには、運営者、スタップ、被収容

者 (client)に構造化されたインタビューを行ったり、施設の物質的なものを

点検したり、サービスとプログラムについて直に観察を行ったり、聴聞及び、会

議に出席したりすることが含まれているo ブロリ夕、のケースでは、民営化を権

限づけた法律によって、一年間に一度の査察が要求されている。査察は、問題

を明らかにしたり予見することに役立ち、技術的な支援を始めることとなった

り、契約の修正や終了を促すこととなる。

しかし、一年に一度や二度の民間によって運営されている矯正施設への査察

では十分ではないようであるo このため、カリフォルニアのような数州では、

全ての民営施設でフルタイムの監督スタップが必要とされている。しかし、契

約者と汚職を行うことに誘惑されたり、取り込まれたりしているブルタイムの

監督者を利用するようでは、解決策にならないことになる。さらに、フルタイ

ムの監督者はかなり費用がかかることとなり、矯正企業によってこの設置は抵

抗されてきた。

企業によって賛成された査察の仕組みは施設認可であった。 CCAの職員は、

Amecican Correctional Associationが彼らの施設の全てを認可してきたこと

を自慢する。このようなケースがある一方で、あまり効果がないといわれてい

る。確かに、今まで企業の説明責任の問題に対して、十分な解決策がないこと
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は明らかである o 費用を削減するという市場によって提供される動機付けは、

この傾向を食い止めようとする査察の仕組みよりも強力である。被収容者の人

権は、物理的な侵害と必要不可欠のサービスの深刻な欠落によって侵害されて

いる。

6 結論

アメリカにおける増大する刑務所人口と、それに伴う増大する費用は、伝統

的な公共財とサービスの提供に対する新自由主義的な市場への依存と結び、つい

て、 1980年代初頭の刑務所民営化への弾みとなった。州や連邦の立法者は、利

益を追求して刑事施設を運営する人達によって実質的な救われるという約束に

誘惑された。しかし興味深いことに、産業によって約束された費用節約は具体

化されてきていない。

民営刑務所産業は、民営化に駆り立てた主な特徴として要求されてきた、明

確かつ実質的な費用節約を達成できなかったo それでもなお、自由市場の擁護

者達は、民営施設によって提供されるサービスがより効果的であり、政府によ

って運営されるものよりも良質であると論ずる傾向にあった。しかし、営利を

追求する矯正施設では、人権侵害も制度構造上起こってきたのであるo

二コメント

アメリカ合衆国は、民営刑務所が広く実施されている国であるo その意味で

は、アメリカの現状を知ることは、大変に重要であるo そして、本論文によっ

て、同国の民営刑務所の設立の流れ、背景や問題点を概観することができる。

特に民営刑務所に批判的な本論文は、その理由として、民営刑務所における人

権侵害の可能性をいくつか具体例を挙げて言及している。しかし、そのような

権利侵害がなぜ発生するのか、その背景を、本論文は簡潔に指摘しているo そ

の1つの背景は、民営刑務所が市場原理に基づく費用効率的な運用へと導かれ
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るところにあるo 本論文は、端的に民営刑務所の根本的な課題を問うものであ

るとともに、刑務所の透明化、説明責任の重要性を投げかけている。

もっとも本論文により、民営刑務所が広まっていったアメリカの政治的・社

会的背景も知ることができるo そしてその中から、私たちにとって考えさせら

れる示唆的な指摘も多い。例えば本論文により、アメリカの民営刑務所の形態

にもいろいろな形があって、民営化の流れが、公的な刑務所の中のある部分か

ら民営化がなされ、それが別の部分に広がっていくことを理解することができ

るであろう o そして本論文から、刑務所民営化は単純な 1つの類型として固定

的に考えられるものではないことを、私たちは理解することができる。基本的

には、民営化の形態は、公営施設の管理・運営および処遇のすべてを民間に委

託する形態と、施設の建設も含めてすべてを民間に委託する形態があり、その

中からまた様々な形態があることを、まずは理解する必要があるだろう。

しかしそれだけでもなく、さらには、アメリカにおける被拘禁者人口を増加

させる立法、すなわち必要的最低刑や三振法の制定を背景として、刑事施設に

収容される人数が急激に増加したことが、刑務所民営化の背景として指摘され

ている。このことは、刑務所民営化の問題が、広く量刑政策の問題と密接に絡

んでいることを示唆するものである。そしてその問題は、刑事法立法や刑事司

法制度のあり方を問いかけるものであることもわかるo

わが国においても、過剰収容問題が近年取り上げられるようになった。ここ

数年間で、いわゆる被収容率が100%を超えて、さらに被収容数は上昇する勢

いであるo 現実に、新受刑者の受け入れは、ここ数年間、上昇しているo もち

ろん、これにはわが国における犯罪検挙数の増加を理由に挙げることが予想さ

れるであろう。また、そのような現状を研究し、刑事政策的課題を検討するこ

とも 1つのあり方であるだろう o

もっとも本論文は、もう 1つ別の視点を提供しているo それは、現実に拘禁

することを決定するのは誰か、という視点、を提示していることであり、いずれ

にせよ、その主体が存在するということを端的に指摘しているのであるo すな
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わちアメリカの場合には、その主体は三振法を制定し、量刑において裁判官の

裁量を制限した立法者であるということを、本論文は物語っている。このよう

な権限の発動において、「拘禁」という権限行使の意味合いをあらためて考え

させるところが、本論文の重要な視点、で、あると思われるo

刑務所の民営化は、本論文で指摘されているように、市場原理を基礎として

成立する側面があるo利益を追求するマーケットがなければ、企業は参入しな

いであろう o これを「拘禁jという側面で捉えるとすれば、マーケット拡大の

ために「被拘禁者数Jを増やしつづけていくことになるのであろうか。人を拘

束して処遇するということが、国家の専権事項から離れて民営化されるとすれ

ば、この側面はより一層意識されなければならないことを本論文は指摘してい

る。

このような視点から、目を転じて、日本の過剰収容の問題を考えてみると、

おそらくアメリカのような立法により被拘禁者の数が増えるという状況とは異

なるであろう o むしろ、検察官による公判請求数とほぼ連動して新受刑者数も

増減していることから、拘禁刑に付すことについては、実質的に検察官の起訴

猶予裁量が大きく影響している。しかし、事実上、検察官の求刑に影響されて

いると言われているものの、裁判官には刑の種類と程度を決定する権限が、法

律で定める範囲内において、わが国の場合には与えられているo 法制度として

は、検察官というよりもむしろ裁判官こそが、最終的に拘禁するかどうかを決

定していることも、もう一度意識する必要があるo そして、これら主体が最終

的に権限を発動する際に、果たして過剰収容の問題がどの程度意識されている

のであろうか。過剰収容の問題を目前にして、むしろ、司法における権限行使

の意味合いをもう一度聞い直す時期が到来している。

もともと、刑務所を民営化すべきかどうかと、過剰収容の問題とは理論的に

厳密に結びついて議論される性格のものではない。しかし現実には、民営化の

背景には、過剰収容の問題が控えているo これは、アメリカと同様にわが国で

も同じであるo 法務省において、現在導入が検討されている PFI手法を生か
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した刑事施設の運営、整備も、過剰収容の問題が前提の事実として受け止めら

れている。しかし、本論文からもわかるように、刑務所の民営化を過剰収容の

問題解消のために検討するという、両者を結びつけた前提を、あまりにも当然

の前提として疑問を投げかけないとすれば、その前提をもう一度問い直す必要

があるのではないだろうか。本論文は、まさにこの視点を私たちに投げかけて

いる o
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